
資料１ 

受動喫煙防止対策助成金の今後のあり方に関する検討会 

開催要綱 

 

１ 趣旨・目的 

平成 26 年６月、労働安全衛生法の一部を改正する法律が公布され、平成 27 年

６月１日より職場の受動喫煙防止対策に関する部分が施行されている。 

改正法では、事業者は労働者の受動喫煙を防止するため当該事業者及び事業場

の実情に応じ適切な措置を講じることが努力義務とされており、また国が必要な

援助を行うことが規定されている。このうち、国が行う必要な援助として、平成

23 年度より、喫煙室等を設置する中小企業に対し当該設備の設置に係る費用の一

部を助成する受動喫煙防止対策助成金制度が創設されており、実施から５年が経

過したところである。 

今後、受動喫煙防止対策の支援をより効率的かつ効果的に進めていくために、

厚生労働省労働基準局安全衛生部に有識者からなる検討会を設置し、助成金制度

のこれまでの実施状況等を踏まえつつ、当該助成金の今後のあり方について検討

を行う。 

 

２ 事項 

次に掲げる事項について、検討を行う。 

（１）助成金の枠組み（助成対象経費の範囲、助成率、上限等）について 

（２）受動喫煙防止対策が遅れている業界等に対する助成金の有効活用について 

（３）その他 

 

３ 構成等 

（１）本検討会は、厚生労働省労働基準局安全衛生部長が、別紙の参集者の参集を求

めて開催する。 

（２）本検討会に座長を置き、座長は議事を整理する。座長は、厚生労働省労働基準

局安全衛生部長が、名簿に記載されている者のうちから指名する。 

（３）参集者に事故あるときは、代理の者に出席をさせることができる。 

（４）座長に事故あるときは、座長代理を置き、座長代理は議事を整理する。 

（５）本検討会は、必要に応じ、参集者以外の者に出席を求めることができる。 

（６）本検討会において、事務局の推薦に基づき別紙の参集者以外の者を新たに参集

者として指名することができる。その場合、座長の承認を要する。 

（７）本検討会の参集者等は、本検討会において知ることのできた秘密を漏らしては

ならないものとし、検討会終了後も同様とする。 



４ その他 

（１）本検討会は、原則として公開するものとする。ただし、個人情報、個別企業等

に係る事案を取り扱うときは非公開とする。 

（２）本検討会の事務は、厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課において行う。 
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